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新たな大都市制度の検討について

1 新たな大都市制度に関する法案の検討状況について

(1 )大都市地域における特別区の設置に関する法律案について

7月6日に民主党、自民党、公明党、みんなの党、国民新党の5党が、大都市地

域における特別区の設置に関する法案の内容について合意しました。

<法案概要>----------

j O 特別区設置の対象 ! 
①人口 200万人以上の指定都市 または

②ーの指定都市及び当該指定都市に隣接する同一道府県の区域内の一以上の ! 
市町村であって、その総人口が200万人以上のもの

0特別区の設置を申請しようとする関係市町村及び関係道府県は、特別区設置協 i 
i 定書の作成等を行う特別区設置協議会を置く。
:0特別区と道府県の事務の分担、税源の配分及び財政の調整に関する事項のうち、!
政府が法制上の措置その他の措置を講ずる必要があるものを特別区設置協定書

! に記載しようとするときは、あらかじめ総務大臣に協議しなければならない。
:0特別区設置協定書は、関係市町村及び関係道府県の議会の承認を得なければな

らない。

O特別区の設置については、関係市町村の選挙人の投票に付さなければならない。 i

(2)大都市制度に関する提案に係る手続に関する法律案について

7月17日に民主党は、自治体が新たな大都市制度の提案を行う場合の手続に関す

る法案を取りまとめました。

<法案概要>一一---------

0指定都市又は特別区及びこれを包括する都道府県は、各議会の議決を経たうえ
で、共同して、総理大臣に対し、指定都市又は特別区と都道府県の関係に関す

る制度に関し政府が講ずべき措置に関する提案ができる。

0総理大臣は、提案を受けた場合で必要があると認めるときは、速やかに地方制
度調査会に諮問する。
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２ 第 30次地方制度調査会の検討状況について 

(1) 最近の開催状況 

開催日及び会議 主な内容 

平成24年６月18日 

第 14回専門小委員会 

○大都市制度の見直しに係る今後検討すべき論点について 

・大都市圏の抱える課題（社会経済情勢の変化、経済の活性化、

行政改革、大都市圏域全体の調整） 

・地方の拠点都市の抱える課題 

・大都市制度の抱える課題（二重行政、住民自治） 

・大都市制度の見直しの方向性（特別区制度の他地域への適用、「特

別市」（仮称）の創設、現行制度の見直しなど） 

・大都市制度の検討に当たり留意すべき点 

平成24年６月27日 

第 15回専門小委員会 

平成24年７月９日 

第 16回専門小委員会 

平成24年７月18日 

第 17回専門小委員会 

○大都市のあり方について 

指定都市制度について 

・指定都市の区、住民自治 

・都道府県と指定都市の事務・権限 

・都道府県と指定都市の税財源 

・都道府県と指定都市の間の調整など 

＜参考資料２：第 14 回専門小委員会配付資料＞ 

＜参考資料３：第 15 回専門小委員会配付資料＞ 

＜参考資料４：第 16 回専門小委員会配付資料＞ 

＜参考資料５：第 17 回専門小委員会配付資料＞ 

 

(2) 今後の予定 

引き続き、専門小委員会における議論が予定されています。 
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